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熱海市小中学校タブレット端末等導入事業 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

今年度より実施となる新学習指導要領においては、情報活用能力が社会の変化に対応し、生き抜

くために必要な「学習の基盤となる資質・能力」の一つとして位置づけられ、学習活動におけるＩ

ＣＴ機器の積極的な活用が求められている。 

 また、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の時代を生きる多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない、公

正に個別最適化された学びを実現するために、国が進めようとしているＧＩＧＡスクール構想では、

１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することが必要とされている。 

 熱海市では、一斉学習・個別学習・協働学習の各場面にＩＣＴ機器を取り入れ、ＩＣＴ知識技能

の定着を図るとともに、一人ひとりの能力や特性に応じた学びを保障し、「学びの個別最適化」や

「いつでも、どこでも、学べる」学習環境の改善を行うため、すべての小中学校にＬＴＥタブレッ

ト端末を導入し、ＩＣＴを活用した学習環境を整備する。 

そこで、端末及び通信回線を必要数提供することができ、あわせて導入にあたってのサポート、

導入後の活用研修等による事業効果向上の視点を有する提案の募集を行うものである。 

 

２ 事業概要 

 ２－１．事業名 

  熱海市小中学校タブレット端末等導入事業 

 

 ２－２．事業内容、事業期間 

  （１）熱海市小中学校タブレット端末賃貸借 

①事業内容 

  ア．タブレット端末及び周辺機器の提供 

  イ．タブレット端末に導入するアプリケーションソフト等の提供 

  ウ．データ通信回線の提供 

  エ．タブレット端末等補償サービスの提供 

 ②納入期限  令和２年１２月２８日（月）（機器の搬入及び調整作業完了まで） 

③賃貸借期間  令和３年１月１日から令和７年１２月３１日まで 
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 （２）熱海市小中学校タブレット充電保管庫設置 

 ①事業内容 

ア．充電保管庫及びタブレット端末充電機器の調達 

イ．充電保管庫の搬入、組み立て、設置 

 ②納入期限  令和２年１２月２８日（月）（機器の搬入及び調整作業完了まで） 

（３）熱海市小中学校タブレット端末保守等業務委託 

  ①事業内容 

ア．タブレット端末及び周辺機器の設定、調整等 

イ．タブレット端末に係る保守（ヘルプデスク、故障対応窓口を含む） 

ウ．ＩＣＴ環境整備の初期対応（充電保管庫整備に関する提案他） 

エ．研修の企画、実施 

オ．導入、活用による事業効果の測定方法及び向上策の提案、実施 

②業務委託期間  契約締結日から令和７年１２月３１日 

※ 詳細は各仕様書による。ただし、採用された提案に基づき変更することがある。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、納入期限までに納入できない場合、納入期限、賃貸借

期間、業務委託期間について別途協議を行う。 

 

 ２－３．納入場所 

  熱海市内小中学校（１０か所１２校） 

 

 ２－４．提案限度価格 

  ２７７，６９６ 千円（消費税及び地方消費税含む） 

事業項目・年度ごとの上限額は次のとおり 

事業項目 令和２年度 

（3 か月間） 

令和３～７年度 

（57 ケ月間） 

熱海市小中学校タブレット端末賃貸借 １０，８６５千円 ２０６，４１０千円 

熱海市小中学校タブレット端末充電保管庫設置 ２０，４５３千円 ― 

熱海市小中学校タブレット端末保守等業務委託 １，９９９千円 ３７，９６９千円 

※ 公立学校情報機器整備費補助金（公立学校情報機器リース事業）の交付対象分を除く。 

※ 契約にあたっては、受託者からの見積価格を参考に決定する。 

※ 算定にあたっては、消費税及び地方消費税の税率を10％として算出する。 

※ 提案内容に関わらず、この上限額を超える提案は失格とする。 
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 ２－５．事業者選定の方法 

公募型プロポーザル方式により、事業者から募集した企画提案を受け、最優秀企画提案者と

業務履行に必要な協議を行う。協議が整った場合は当該事業者から見積書を徴取し内容を精査

した上、当該業務の随意契約を締結する。 

 協議が整わなかった場合、次点の候補者と協議を行う。 

 

 ２－６．スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 参加資格 

 本実施要領の公告日において、次のすべての要件を満たしている者であること。 

（１）熱海市建設工事等の請負に係る競争入札に参加する者に必要な資格（平成６年熱海市告

示第３５号）に基づく競争入札参加資格の認定を受けている者であること。 

（２）このプロポーザル方式実施の公告の日から委託候補者を選定するまでの間に、熱海市か

らの受注業務に関し、指名停止を受けていないこと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しな

いこと。及び同条第２項の規定に基づく熱海市の入札参加制限を受けていない者であるこ

と。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

実施内容 日 程 

募集開始 令和２年７月１５日（水） 

参加申込書の提出期限 令和２年７月２８日（火） 

質問書の提出期限 令和２年７月３１日（金） 

質問への回答期限 令和２年８月 ７日（金） 

資格審査結果の通知 令和２年７月３１日（金） 

企画提案書等の提出期限 令和２年８月１４日（金） 

提案審査（プレゼンテーション） 令和２年８月１８日（火）予定 

審査結果の通知・公表 令和２年８月２６日（水）予定 

契約締結 令和２年９月上旬～中旬 
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法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、

又は再生計画の認可の決定が確定したものを除く。）でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規

定する暴力団または暴力団の構成員もしくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を

経過しない者の統制下にない事業者であること。 

（６）ＬＴＥタブレット端末等の導入事業または類似する業務を国または地方公共団体から元

請として受注した実績があること。 

（７）電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）に基づき、移動通信サービスを提供する電

気通信役務を行うものであって、移動通信サービスに係る無線局を自ら開設、運用してい

る事業者であること。 

 

４ プロポーザル参加申込の方法 

４－１．提出書類 

（１）参加表明書（様式２） 

（２）商業登記簿謄本（写しでも可） 

（３）事業者概要（様式３） 

（４）役員名簿（様式４） 

（５）印鑑証明書 

（６）電気通信役務を行う者であることを証する書類 

 

４－２．提出部数  １部 

 

４－３．提出期限  令和２年７月２８日（火） １７時１５分必着 

  

４－４．提出方法  郵送（書留郵便に限る。）又は持参 

 

４－５．資格審査結果の通知  

応募事業者の参加資格を審査し、その結果を応募事業者に対し令和２年７月３１日（金）ま

でに書面にて通知（発送）する。 
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５ 質問及び回答 

５－１．質問方法 

本プロポーザルに関する質問は、（様式１）により件名に【GIGA プロポ質問表】を付し、電

子メールにて提出すること。なお、電子メール以外の手段による質問は受け付けない。 

  

５－２．質問受付期間 

令和２年７月１５日（水）～７月３１日（金）１３時００分受信分まで 

 

５－３．回答 

全ての質問と回答について、８月７日（金）までに市ホームページに掲載する。 

 

６ 企画提案書の提出 

６－１．提出書類 

（１）企画提案提出届（様式５） 

（２）会社の概要がわかるパンフレット等（任意様式） 

（３）官公庁における同種・類似・関連業務の実績（様式６） 

（４）業務実施体制（様式７） 

※ 他の教育関連事業者等の協力を得て、又は学識経験者の援助支援を受けて業務を

実施する場合は、その旨を記載すること。 

（５）企画提案書①～④（様式８） 

   ※ 日本産業規格Ａ４版サイズ２０ページ分以内とすること。 

   ※ 「評価の観点」及び別表１「提案評価基準」を踏まえ、評価項目に対応する提案

を具体的かつ簡素に記載すること。 

（６）見積書（消費税及び地方消費税を含む。）（様式９） 

※ 別紙「仕様書」を踏まえた積算の内容を記載すること。 

（７）誓約書（様式１０） 

（８）プレゼンテーション出席報告書（様式１１） 

 

６－２．提出部数  ９部（原本１部＋写し８部） 

 

 ６－３．提出期限  令和２年８月１４日（金） １７時１５分必着 
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 ６－４．提出方法 

持参（土・日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時まで）または郵送（書留郵便に限る）

とする。なお、郵送の場合は、提出期限までの必着とし、到着の有無について提出先へ確認の

こと。 

 

 ６－５．提出書類の作成要領及び注意点 

   （１）提出書類の規格は日本産業規格Ａ４版サイズとする。資料については、日本産業規格

Ａ３版の折込も認める。また、支障のない範囲で両面印刷として構わない。 

（２）書類の作成に当たって使用する文字サイズは１１ポイント以上とすること。 

 

６－６．失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、選定の前後を問わず失格とする。なお、内容によっては、

指名停止措置を行うことがある。 

（１）提出期限、提出先、提出方法に適合していない場合 

（２）提案額が上限金額を超えている場合 

（３）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（４）審査の公平性を害する行為や信義に反する行為があった場合 

 

７ 審査及び選考の方法 

７－１．熱海市小中学校タブレット端末等導入事業者選定委員会の設置 

受託事業者を選定するため、当市職員で構成する熱海市小中学校タブレット端末等導入事業

者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。 

 

 ７－２．プレゼンテーションの実施 

企画提案に基づくプレゼンテーションを実施する。 

（１）日時  令和２年８月１８日（火）１０時～（予定） 

（２）場所  熱海市役所 第３庁舎２階第１会議室 

（３）実施方法 

１団体につき【企画書に関する説明２０分以内＋研修に係るデモンストレーション１５

分以内】又は【企画書に関する説明３０分以内】を実施し、その後質疑応答を行う。（デモ

ンストレーションの実施は任意） 

（４）説明順序  提案書類の受付順とする。 
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（５）その他 

事前に申し出があれば、会場にプロジェクターとスクリーンを準備するが、パソコンそ

の他必要なものは、提案者が持参すること。 

新型コロナウイルス感染症拡大の状況により県を跨ぐ移動制限等が行われた場合は、提

案者の通信方法による web 会議等の手段によりプレゼンテーションを実施する。 

 

７－３．審査・選定の方法 

（１）選定委員会が企画提案を別表１「提案評価基準」により審査し、提案内容により選定

委員ごとに評価点を採点する。各選定委員の評価点のうち最高点と最低点を付した選定

委員の評価点を除外し、残りの選定委員の評価点を合計した点数を「総合点数」とす

る。 

（２）「総合点数」の最も高い者を選定委員会の合議の上、最優秀企画提案者として選定す

る。 

（３）評価点の合計が同点となる者が２者以上あるときは、選定委員会の合議により順位を

決定する。 

（４）全ての応募団体の得点が満点の６割に満たないときは、期日を定めて再度提案を求め

審査することとする。 

 

７－４．選定結果 

（１）全ての提案者に対して、８月２６日（金）の１６時までにプロポーザル参加者全員に電

子メールにて通知する。 

（２）審査内容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては受け付けないものとする。 

 

８ 契約 

 ８－１．契約書・仕様等の確定 

契約締結に向けて、受託候補者と協議を行うが、受託候補者の選定をもって受託候補者の企

画提案書等に記載された全内容を承認するものではない。 

   選定後、受託者と協議の上、契約書・仕様等の内容を追加・変更することがある。 

 

 

８－２．契約保証金 

契約相手方となった者は、契約金額の１００分の１０以上の額の契約保証金を納付しなけれ
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ばならない。 

ただし、熱海市契約規則第３３条各号のいずれかに該当する場合においては、契約保証金の

全部又は一部の納付を免除する。 

９ その他事項 

（１）企画提案書は１応募者につき１提案とする。 

（２）提出書類は、日本語を用いることとし、通貨は日本円とする。 

（３）企画提案に関して応募者が必要とした費用はすべて応募者の負担とする。 

（４）申し込み及び企画提案等のために提出された書類等は返却しないものとする。 

（５）原則として企画提案書等提出後の提出資料変更及び追加は認めない。ただし、市が必要と

認めた場合はこの限りでない。 

（６）提出書類が著作物に該当する場合であっても、熱海市情報公開条例の規定に基づき公開す

ることがある。 

（７）選定結果については、市ホームページ等で企画提案者名を含め公表する。 

（８）緊急等の理由によりやむを得ず、公募型プロポーザル方式による選定を実施することがで

きないと認められる場合、公募型プロポーザル方式を停止、中止または取り消すことがある。

この場合、それまでに要した費用を熱海市に請求することはできない。 

（９）本業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、又は請負わせてはならない。

ただし、熱海市の承諾を得た場合は、この限りではない。なお、熱海市の承諾を経て、第三

者に本件業務を委託する場合は、本契約で自己が負う義務と同等の義務を当該第三者に課す

ものとし、かつ当該第三者が当該義務に違反したときは、受託者が全ての責任を負うものと

する。 

 

１０ 書類提出先・問合先（事務局） 

熱海市教育委員会学校教育課総務管理室 

所在地 〒４１３－８５５０ 静岡県熱海市中央町１番１号 

ＴＥＬ ０５５７－８６－６５５７（直通） 

ＦＡＸ ０５５７－８６－６５５５ 

メールアドレス gakkokyoiku@city.atami.shizuoka.jp 

mailto:gakkokyoiku@city.atami.shizuoka.jp

